
東温市事務事業評価シート　平成26年度実施事業対象

№ ― 1

年度 ～ 年度

① ④

② ⑤

③

単位 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

25 26 27

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 3

該当

事業の目的 最終的
災害時の情報伝達機能を高め、市民が安心して生活で
きる災害に強いまちづくりを進めます。

今年度 防災行政無線施設の維持・管理を行います。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 危機管理課 係　　名 危機管理係 電話番号

施設の維持管理 事業運営方法 一部委託 実施計画

災害時等における迅速な情報伝達によって市民の生命・財
産を守ります。

市民にとって必要な情報を迅速かつ適切に提供します。

防災行政無線設備の維持・管理を行います。

成果指標

公的関与

089-964-4483 メールアドレス kikikanri@city.toon.ehime.jp

事業期間 期間設定なし

（２）総合的な防災体制の確立

事業区分

事業の対象 市民 根拠法令

総合計画 政策目標 第１章 地球と共生する快適環境のまち 政策項目 ６ 消防・防災体制の充実

002 1001 事務事業名 防災行政無線管理運営事務 細事務事業名 防災行政無線に関する事務

主要施策

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

事務の性質上、指標設定になじ
まない。

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 消防

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 5,813 5,558 4,267

計(Ａ) 5,813 5,558 4,267

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.159 969 0.159 956 0.159 957

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 6,782 6,514 5,224

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 危機管理係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

市民が安心して生活できる災害に強いまちづくりを推進するため、より効率的かつ確実な情報伝達システムの早期構築が求められます。

効率性 システムの一元化を達成すると維持管理費用等のコストの低減が図れます。

改　革
計　画

防災行政無線周波数統合整備事業が完了しました。確実な活用ができるよう適正な管理を行います。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

災害発生時等に、確実に情報伝達できるよう、日頃から無線機器の適切な管理に努めてください。
今回のシステム統合に合わせ、平時の放送について、時間や内容等の検討を進めてください。

二次評価者 危機管理課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

市民の生命・財産を守るため、災害時等における迅速な情報伝達手段の維持として欠かせない事業です。

有効性 情報伝達機能を高め、市民が安心して生活できる災害に強いまちづくりを推進につながります。

達成度 周波数の統合・デジタル移行整備が完了するまで、現行のアナログシステムを適正に維持管理していきます。

必要性



東温市事務事業評価シート　平成26年度実施事業対象

№ ― 1

年度 ～ 27 年度

① ④

② ⑤

③

単位 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

25 26 27

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 3 4

4 4 3 3

該当

事業の目的 最終的
災害時の情報伝達機能を高め、市民が安心して生活で
きる災害に強いまちづくりを進めます。

今年度
防災行政無線周波数統合整備事業に着手し、周波数統合・
デジタル化、システムの統合整備を進めます。

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 危機管理課 係　　名 危機管理係 電話番号

ハード事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

市民の生命・財産を守るため、災害時等に迅速に情報伝達
ができる防災行政無線システムを整備します。

防災行政無線設備の維持・管理を行います。

防災行政無線の効率的なシステムの実施設計を行います。

周波数統合・デジタル化、システムの統合整備工事を行いま
す。

成果指標

公的関与

089-964-4483 メールアドレス kikikanri@city.toon.ehime.jp

事業期間

（２）総合的な防災体制の確立

事業区分

事業の対象 市民 根拠法令

総合計画 政策目標 第１章 地球と共生する快適環境のまち 政策項目 ６ 消防・防災体制の充実

002 1002 事務事業名 防災行政無線周波数統合整備事業 細事務事業名

主要施策

指標名 計算式又は指標設定理由 最終目標

事務の性質上、指標設定になじ
みません。

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 消防

直接事業費

平成 年度決算 平成 年度決算 平成 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 453,500 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 105,771 24,033 22,497

計(Ａ) 105,771 477,533 22,497

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費 0.318 1,938 0.318 1,912 0.318 1,915

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 107,709 479,445 24,412

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 危機管理係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

災害の未然防止・予防、発生時における救助・復旧活動など、市民の生命・財産を守るための確実な情報伝達手段としては、屋外拡声子局（ｽ
ﾋﾟｰｶｰ）と戸別受信機の併用が理想であることから、戸別受信機の普及が必要となっています。

効率性 広く確実に情報を伝達するためには、屋外拡声子局（スピーカー）と戸別受信機の併用が理想的です。

改　革
計　画

戸別受信機については、市民によって要否があるため、購入・設置する世帯に対し、購入費等補助金の交付を行います。

今後の方向性 拡大・充実達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

今回整備した同報系デジタル無線システムの有効活用に努めてください。
確実に無線放送を受信するために有効な戸別受信機について、今後、市民に十分説明し、補助金を活用した購入・設置を推進してく
ださい。

二次評価者 危機管理課長
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

市民の生命・財産を守るために必要な情報伝達設備の整備です。

有効性 災害時等に必要な情報を迅速かつ適確に伝達するためには、効率的な情報伝達システムの構築が必要です。

達成度 防災行政無線整備検討委員会の検討に基づき実施設計を行い、防災行政無線周波数統合を進めています。

必要性


	002-1001（防災行政無線管理運営事務）
	002-1002（防災行政無線周波数統合整備事業）

